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（ERIA 2009），アジア総合開発計画では EWEC，NSEC と比較して MIEC の
整備効果が最も高いことが IDE/ERIA-GSM の経済効果分析により示されて
いる（ERIA 2010）。





通した場合の経済効果分析である。シナリオ ₂は MIEC 上の道路の改善と，
国境における時間・費用の削減である。シナリオ ₃はカンボジアにおける
SEZ 開発である。シナリオ ₄はミャンマー・カンボジア・ベトナムの制度





















【シナリオ ₃】カンボジアでの SEZ 開発
　以下のカンボジア各州・市において SEZ を2015年に設立する。具体的には，



























　シナリオごとの国別の結果は表 5 - ₁ のとおりである。ベースライン・シ
ナリオにおける2030年の各国 GDP と，各シナリオでの2030年の各国 GDP
を比較し経済効果を％で計算する。
 表 5 - ₁ 　MIEC の経済効果（2030年） （単位：％）
シナリオ ₁ シナリオ ₂ シナリオ ₃ シナリオ ₄ シナリオ 5 シナリオ ₆
カンボジア 0.09 0.73 4.46 0.08 5.27 5.19
ラオス 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 －0.06
ミャンマー 0.00 －0.10 0.00 0.13 0.03 0.59
タイ 0.00 0.01 0.00 0.00 0.01 0.33
ベトナム 0.00 0.01 0.00 0.26 0.27 0.31
中国 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.04
インド 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.04




　図 5 - ₁ はシナリオ ₁，つばさ橋開通の経済効果を図示したものである。
図示に際し，2030年におけるベースライン・シナリオから開発シナリオへの



















　表 5 - ₁ より，つばさ橋は2030年のベースライン・シナリオに比べて0.09
％カンボジアの GDP を引き上げるが，他国に与える影響は0.01％未満であ






　シナリオ ₂，道路改善と国境円滑化の経済効果は図 5 - ₂ で示される。こ
のシナリオはシナリオ ₁のつばさ橋の建設を含む。プノンペンからシアヌー
クビルまでのサブ回廊を含む，ベトナム・ブンタウからミャンマー・ダウェ


























































































































































































































　シナリオ ₄，NTB 削減の経済効果は図 5 - ₄ にて表される。カンボジア，
ミャンマー，ベトナムにおける製造業の NTB 削減とサービス業の障壁削減
は，三国に正の経済効果をもたらす。とくに，現在の経済活動の中心である，



























































深海港とダウェイ SEZ を2020年に開設したものである。結果は図 5 - ₆ で示














の増減も重要な指標となる。図 5 - ₇ は，シナリオ ₆におけるカンボジア各
州への経済効果を，GRP，一人当たり GRP について％表示でみたものであ






カンダールの経済効果も GRP で－0.23％，一人当たり GRP では0.84％と，
MIEC 整備によって MIEC 沿いの地域で一人当たり GRP が高くなる傾向が
観察できる。このように IDE-GSM では，インフラプロジェクトが国の発展，














年には，五つの ASEAN プラス・ワンの FTA 締結が完了したことにより，
ASEAN をハブとし，日本，中国，韓国，インド，オーストラリア，ニュー



































































































































































定する。ただし，第 ₃章で述べたように，IDE-GSM では ASEAN プラス・
ワンの FTA による関税低下効果はすでにベースライン・シナリオに組み込
まれている。そのため，RCEP の自由化率が低い場合，ASEAN プラス・ワ




な単純なプロビット・モデルを，ASEAN 諸国および ASEAN プラス・ワン
の FTA を対象に推定する。
Prob（Openifp＝1|MFNip, RCAifp）＝Ф（b0＋b1 MFNip＋b2 RCAifp）
i，f，p は国，FTA，そして HS ₆ 桁レベルの商品番号をそれぞれ表す。
136
Openifp は当該国が当該 FTA で当該品目を自由化していれば ₁，そうでなけ





年は，各 FTA の交渉基準年とする。Open は，ERIA の FTA Database を用い
て構築した。MFN 税率に関するデータは WITS から，RCA を計算するため








自由化する確率を求める。MFN および RCA には2010年の値を用いる。とく







　また，第 ₃章で述べたように，IDE-GSM では FTA の効果として，関税低
下のみならず，非関税障壁の低下も含んでいる。具体的には，Hayakawa and 
Kimura（2015）に基づき，RCEP メンバー間の非関税障壁が ₆ ％ポイント低
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下すると設定している。ただし，ASEAN プラス・ワンの FTA などにより，
すでに FTA が存在しているメンバー間では据え置きにしている。さらに，
RCEP の累積規定の効果として，RCEP メンバー間の非関税障壁をさらに 5
％ポイント低く設定している。第 ₃章で述べたように，累積規定の効果とし
て，ASEAN プラス・ワンの FTA メンバー間では，Hayakawa（2014）に基づ
き， ₃ ％ポイント低い非関税障壁が設定されていた。RCEP は ASEAN プラ




　それではシミュレーション結果をみていこう。表 5 - ₂ では，自由化率に
応じた経済効果を示している。第 ₁に，RCEP メンバー国（ASEAN ＋ ₆）に
対する総経済効果は正，非メンバー国はそれぞれ負の影響を受ける。第 ₂に
経済効果は，正負ともに自由化率が高くなるほど大きくなる。第 ₃に，







　つぎに，表 5 - ₃ は，95％の自由化率のもとで，業種別の経済効果を示し
ている。総じて，製造業のなかでは，その他製造業に対する効果が大きく，
続いて電機，自動車，繊維，食品の順に経済効果が大きくなっている。表







析できるという利点がある。図 5 - ₈ は95％の自由化率のもとでの RCEP の
影響を地域別にみたものである。FTA/RTA は国単位での政策変更であるが，
産業構造や地理的条件によって，一国内でもその効果が一様ではないことが
 表 5 - ₂ 　自由化率に応じた経済効果 （単位：百万米ドル）
自由化率85％ 自由化率90％ 自由化率95％
値 率（％） 値 率（％） 値 率（％）
ASEAN＋ ₆ 170,676 0.39 175,681 0.40 179,496 0.41 
ASEAN 5,423 0.10 6,092 0.12 6,711 0.13 
　ブルネイ 140 0.58 139 0.58 158 0.66 
　インドネシア 1,859 0.09 1,921 0.09 2,211 0.11 
　マレーシア 1,543 0.22 1,531 0.22 1,712 0.25 
　フィリピン 317 0.05 434 0.06 428 0.06 
　シンガポール －201 －0.04 －212 －0.04 －220 －0.04 
　タイ 954 0.15 1,306 0.20 1,292 0.20 
　カンボジア －4.7 －0.01 －5.4 －0.01 －7.1 －0.02 
　ラオス 0.6 0.00 0.4 0.00 0.3 0.00 
　ミャンマー 8.0 0.01 8.1 0.01 8.8 0.01 
　ベトナム 807 0.21 971 0.26 1,128 0.30 
中国 26,264 0.12 27,556 0.13 28,639 0.13 
日本 59,705 0.92 60,402 0.93 61,559 0.95 
韓国 55,196 2.60 57,394 2.70 58,165 2.74 
インド 13,287 0.20 13,399 0.20 13,547 0.20 
オーストラリア 10,421 0.53 10,454 0.53 10,483 0.53 
ニュージーランド 381 0.17 383 0.17 392 0.17 
バングラデシュ －39 －0.01 －42 －0.02 －44 －0.02 
台湾 －1,375 －0.15 －1,396 －0.16 －1,414 －0.16 
アメリカ －13,243 －0.06 －13,341 －0.06 －13,450 －0.06 
EU －14,264 －0.07 －14,376 －0.07 －14,479 －0.07 
その他世界 －5,174 －0.02 －5,201 －0.02 －5,212 －0.02 










 表 5 - ₃ 　自由化率95％における業種別経済効果 （単位：百万米ドル）
















ASEAN＋ ₆ 6,065 0.01 10,104 0.02 33,448 0.08 10,397 0.02 115,398 0.26 
ASEAN 282 0.01 508 0.01 1,312 0.03 162 0.00 4,450 0.09 
　ブルネイ 0.8 0.00 11 0.05 0.6 0.00 0.1 0.00 141 0.59 
　インドネシア 27 0.00 102 0.00 303 0.01 75 0.00 1,629 0.08 
　マレーシア 60 0.01 112 0.02 569 0.08 54 0.01 919 0.13 
　フィリピン 7 0.00 12 0.00 49 0.01 4 0.00 348 0.05 
　シンガポール 55 0.01 12 0.00 －12 0.00 －2 0.00 －155 －0.03 
　タイ 72 0.01 118 0.02 301 0.05 24 0.00 757 0.12 
　カンボジア 0.1 0.00 －5.5 －0.01 0.1 0.00 0.0 0.00 1.6 0.00 
　ラオス 0.0 0.00 －0.1 0.00 0.1 0.00 0.0 0.00 0.7 0.00 
　ミャンマー 0.5 0.00 0.5 0.00 0.2 0.00 0.3 0.00 6.9 0.00 
　ベトナム 60 0.02 147 0.04 101 0.03 5 0.00 802 0.21 
中国 445 0.00 1,708 0.01 5,538 0.03 1,390 0.01 19,250 0.09 
日本 3,239 0.05 2,901 0.04 10,619 0.16 4,570 0.07 38,492 0.60 
韓国 1,531 0.07 4,642 0.22 13,860 0.65 3,322 0.16 33,183 1.56 
インド 50 0.00 189 0.00 1,614 0.02 591 0.01 11,160 0.17 
オーストラリア 413 0.02 128 0.01 452 0.02 329 0.02 8,682 0.44 
ニュージーランド 105 0.05 28 0.01 54 0.02 31 0.01 181 0.08 
バングラデシュ －1 0.00 －10 0.00 －2 0.00 －1 0.00 －25 －0.01 
台湾 －33 0.00 －101 －0.01 －452 －0.05 －34 0.00 －647 －0.07 
アメリカ －617 0.00 －141 0.00 －554 0.00 －466 0.00 －10,325 －0.04 
EU －356 0.00 －37 0.00 －821 0.00 －548 0.00 －9,431 －0.04 
その他世界 －166 0.00 －32 0.00 －56 0.00 －105 0.00 －4,288 －0.02 
























表 5 - ₄ 　自由化率に応じたジニ係数変化
ベース 自由化率85％ 自由化率90％ 自由化率95％
値 値 差 値 差 値 差
カンボジア 0.24904 0.24904 －0.000001 0.24903 －0.000003 0.24903 －0.000004 
中国 0.44164 0.44173 0.000087 0.44173 0.000092 0.44174 0.000097 
インド 0.42177 0.42211 0.000347 0.42211 0.000350 0.42212 0.000353 
インドネシア 0.45360 0.45380 0.000199 0.45381 0.000206 0.45384 0.000235 
日本 0.10887 0.11015 0.001271 0.11015 0.001279 0.11016 0.001285 
韓国 0.21654 0.22328 0.006738 0.22327 0.006731 0.22326 0.006721 
ラオス 0.29777 0.29777 0.000005 0.29777 0.000005 0.29777 0.000005 
マレーシア 0.26053 0.26067 0.000145 0.26067 0.000144 0.26069 0.000157 
ミャンマー 0.32899 0.32900 0.000011 0.32900 0.000011 0.32900 0.000012 
フィリピン 0.37026 0.37034 0.000083 0.37037 0.000111 0.37037 0.000110 
タイ 0.11493 0.11475 －0.000185 0.11475 －0.000181 0.11475 －0.000178 




　タイの洪水による産業インフラへのダメージを，2011年に表 5 - 5 に示す
率で各産業の「産業インフラ」が毀損し，翌2012年に洪水前のレベルに回復
すると想定する。産業インフラの毀損率は，タイの Current Quarter Model
（CQM，超短期経済モデル）による2011年12月22日現在の2011年第 ₄四半期ま
での予測を用い，2011年の GDP の減少が洪水による産業インフラの毀損に
起因すると仮定する。超短期を予測する CQM と IDE-GSM を組み合わせる
ことにより，公式の GDP 統計が出ていない段階で，洪水の影響が中長期的
にどの程度深刻であるかを量的に推定することが可能となる。洪水の影響を
受ける地域は図 5 - ₉ で示された県とする。
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